
我が国の食料・農業・農村を取り巻く環境は、
食料自給率の低迷に加え、農家の高齢化や担い
手の減少による生産基盤の縮小、頻発する自然
災害や国際紛争の長期化等に伴う生産資材価格
の高騰など、多くの課題が山積しています。
また、デジタル化の急速な進展、ＳＤＧｓ
やカーボンニュートラルに向けた取り組み等
を背景に、社会のあり方や暮らし、価値観が
変容するなど、時代は大きな転換点を迎えよ
うとしています。
こうしたなか、４月に県内８ＪＡが合併し
和歌山県農業協同組合（ＪＡわかやま）が発
足いたしました。

新生ＪＡわかやまでは、農業を基軸に地域
に根ざした協同組合として、「魅力ある力強い

農 業 の 実
現」「果樹・
園芸産地の
堅持」「地
域の活性化
への貢献」
「地域に根
ざしたＪＡ
運営」「盤
石な経営基
盤の確立」
を基本方向

として、持続可能な農業と地域共生社会の実
現を目指し、役職員が一丸となって日々事業・
運営に邁進しているところであります。

折角の機会ですので、新生ＪＡわかやまの取
組みについて、２点お話しをさせて頂きます。
1点目は、価値を高めた農産物「和歌山ブラ

ンド」で産地力を押し上げていくことです。
ＪＡわかやまでは、品種改良や栽培方法な

どにこだわり価値を高めた農産物「和歌山ブ
ランド」の生産拡大に取り組んでいきます
また、品質の高い農産物づくりを目指した

細やかな営農指導により、ブランド力の押し
上げを図っていきます。
当県は、ミカンや梅、柿などの果樹や、ウ

スイエンドウに新ショウガといった野菜、ス
ターチスをはじめとする花きなど多種多様な
品目を栽培しています。このうち、ミカンや
梅、柿、ウスイエンドウなどの生産量は全国
一を誇ります。
先人たちが磨き上げた技術と地域の農家の

強い絆により長く育んできた従来品種のうち、
例えば、糖度基準で選別した「味一みかん」
や樹上で渋を抜いた「紀の川柿」などのプレ
ミアムな商品や、山土や水田土壌ではなく砂
地で栽培する「新ショウガ」といった地域特
産品の生産拡大にも一体となって取り組んで
います。厳しい栽培基準を設けて、糖度や食
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味にこだわったミニトマト「赤糖房（あかと
んぼ）」も価値を高めて市場や消費者にアピー
ルしています。
これは単なるブランドづくりではありませ
ん。品目の一部でブランド化を図る、すなわ
ち価値を高める取り組みこそが、その品目全
体の栽培技術の引き上げにつながるのです。
栽培技術を高めていくには、農家とＪＡがお
互いに意見を交換し、目標に向かっていかな
ければなりません。相互信頼と理解があって
こそ確実なモノづくりが実現すると考えます。
合併に向け、組合員農家にアンケートを通
じて要望を尋ねたところ、特に多かったのは
営農指導体制への期待でした。営農指導員に
は品目別の他、地域を横断して指導できる広
域で対応可能な人材が求められています。
合併は、産地づくりを継続していく再スター
トの機会と位置づけております。組合員農家
に「合併してよかった」と実感してもらえる
ように、熱意と情熱ある農家を支え、活躍し
てもらう応援体制を目指します。

もう1点は、「国消国産」運動の継続であり
ます。
消費者の理解なくして農業の成長はありま
せん。お互いの理解や信頼なくして農業は成り
立ちません。農業振興だけに力を入れていれば
生き残れる訳ではないので、女性会や青年部、
生産部会などＪＡグループならではの組織活動
を活かして「国消国産」の運動を広
げていくことが大事であります。
振り返ると、農畜産物の価格が上
がっていると報道などで伝えられまし
た。インタビューを受けた消費者や
スーパーマーケットなどの量販店の店
長らが「食品の価格が高くなった」と
口をそろえて話す姿を見ました。
生産現場の実態や品目の価値への
理解を深めたうえでの発言なので
しょうか。今、米の価格が高いと言
われていますが、これまでの生産費

もまかなえないような米価と比較した発言に
とどまっていると思います。なぜ価格が上
がったのか、価格は果たして本当に高い水準
なのか、ということを立ち止まって考えても
らうためにも現場の状況を十分に理解しても
らわなければなりません。
現場の農家の多くは「消費者にいい農産物

を食べてほしい」「いいモノづくりをしたい」
との純粋な思いで生産し続けていますが、生
活のための「なりわい」として農業を成り立
たせるために所得向上への手立てを考えるこ
とも必要不可欠です。
一方で、命ある農産物をわが子のように一

生懸命に育てているのも農家なのです。強い
思いを持った農家をわれわれがどのようにサ
ポートしていくのか、原点に立ち返って考え
ていかなければなりません。

最後になりますが、合併して規模は大きくな
りましたが、ＪＡの事業・運営の目的は、これ
までと変わることなく、組合員・利用者の皆様
から「おおきに」「ありがとう」という言葉を
いただくことに尽きると考えております。

今後も実り豊かな未来を創造し、地域農業
を守り続けるため、役職員が一丸となって目
指す姿の実現に向け取り組みを進めて参りま
すので、なお一層のご理解、ご協力を賜りま
すようお願い申し上げます。
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